

















































































































































































































































































































































































































































































































































(1) 市川昭午 「教育行政の理論と構造J 132頁 教育開発研究所 1980 





(15)木田宏 「教育行政法J 65頁 良書普及会 1983
M 前掲 「教育行政の理論と構造J 135頁




(19) 皇至道 「日本教育制度の性格J 179頁 玉川大学出版部 1970 
同 米国教育使節団報告書 「新教育基本資料とその解説J 325頁 学芸教育新社 1949 
白1) 有倉遼吉天城勲 「教育関係法IJ 24頁 日本評論新社 1958 
凶例えば，教育委員会法の理念を否定する，地方教育行政の組織及び運営に関する法律の公布(昭
和31年)。
(23) 前掲 「教育関係法IJ 9頁
(24)木田宏 「証言 戦後の文教政策J 55頁第一法規 1987
(25) 前掲 「新教育基本資料とその解説J 48頁
(2目 前掲 「証言 戦後の文教政策J 55頁
間 「調査資料119 教育制度等の研究(その11)J 30頁 日本私学教育研究所 1985 





倒記念座談会 「私立学校法制定当時を偲ぶJ 22頁 日本私立中学高等学校連合会 1979 
側新井隆一 「早稲田フォーラムJ 23頁早稲田大学出版部 1975 。1) 永井憲一 「演習憲法J 361頁 青林書院新社 1973 







同永井憲一 「国民の教育権J 232頁法律文化社 1980
間永井憲一 「私学の教育権と公費助成J 283頁勤草書房 1973 
倒前掲 「教育行政の理論と構造J 389頁
倒佐藤全 「米国教育課程関係判例の研究J 3頁風間書房 1984
同 「教育に対する行政権力の不当，不要の介入は排除されるべきであるとしても，許容される目的
のために必要かつ合理的と認められるそれは，たとえ教育の内容及び方法に関するものであっても，
必ずしも同条(教育基本法第10条…筆者註)の禁止するところではない」と判示し， 一定の範囲内
で固に包括的な教育権があることを認めた。
凶 必ずしも，教育法学のなかで定着している言葉ではないが， 東京地方裁判所昭和41年3月31日判
決で，被申請学園の教育方針(キリスト教主義に基づく)を傾向教育と指称している。この場合の
傾向とは，特定の理念を総称する言葉として使われているものと恩われる。
同私立大学の建学の精神に基づく教育方針を敵視し，これに反抗的態度をとるときは，解雇される
ことがありうると認められる事例に福井地方裁判所昭和62年3月27日判決がある。また，私立女子
中学校高等学校教師の解雇の無効を訴えた事例で，東京高等裁判所昭和50年12月16日判決は， I私
立学校にはそれなりの伝統校風，教育方針か存在するのであって，これらを承知の上， 雇傭関係に
入ったものは学校の諸規則， 教育方針に従うのは当然であり自己の抱懐する教育観ないし教育方針
に副わない点があれば正規の方法によりこれか検討是正を求めるのはかくべつこれを教育の場ない
し自己の分業外において実践することは許されない」として控訴を棄却した。前年の昭和女子大学
事件最高裁判決の趣旨を踏襲しているといえる判決内容である。
同前掲 「私学運営論J 482頁
